
都道府県財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
 秋田県
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.3%]

グループ内順位

2/6
都道府県平均

95.9

(%)

100.0

98.0

96.0

94.0

92.0

90.0

88.0

97.2

91.9

94.2

94.8

95.8
95.1

93.5

H21H20H19H18H17

92.3

91.3

92.5

93.8

92.7

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[143,635円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [102.4]
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定員管理の状況

人口10万人当たり職員数 [1,407.73人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [13.9%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [259.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの
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財政構造の弾力性
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グループ平均

秋田県
※グループ平均を100とした
　ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄

財政力指数
・県税収入の財源に占める割合が低いことから、指数は０．２９と低い水準となっている。
　平成２５年度までに知事部局職員を３，３００人体制とするほか、「選択と集中」による事業の抜
本的な見直しなど、一層の行財政改革に努めることにより、将来に向けて持続可能な財政基盤
の確立を目指す。

経常収支比率
・定員適正化計画に基づく職員縮減や給与の臨時的抑制、県債発行の抑制による公債費の逓
減などの行財政改革により、財政の弾力性を示す経常収支比率は92.3と類似団体の中で２番目
に低い比率となっている。今後とも、一層の行財政改革を進めることにより、経常経費の計画的
な縮減に努める。

実質公債費比率
・類似団体平均をやや下回っているものの、平成１１年度以降、県債の新規発行の抑制に努め
た
こと等で、公債費が平成１５年度をピークに逓減しており、これによって同比率が年々改善してい
る。

将来負担比率
・類似団体中最下位となっているものの、臨時財政対策債を除く県債残高の減少等により、
昨年と比べ改善している。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額
・これまでの簡素で効率的な行財政運営に向けた取組により、類似団体中最低の数値とな
っている。しかし、全国平均との比較では以前高い水準にあることから、引き続き定員適正
化計画の着実な推進、事務事業の整理合理化等の一層の行財政改革を進める。

ラスパイレス指数
・平成１９年１１月から実施している臨時的な給与削減（給料△２～△４％、管理職手当
△１６％）が終了し、指数が大幅に上がっている。

人口１０万人当たり職員数
・定員適正化計画の着実な推進により、類似団体の中では最も少ない職員数である。簡素
で効率的な行財政運営を目指し、平成２５年度の知事部局３，３００人体制に向け、引き続き
定員の適正な管理に取り組む。


